
 

 

算定要件  

 

基  準 解釈通知 

● 機能訓練指導体制 
専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサ

ージ指圧師（以下この注において「理学療法士等」という。）を１名

以上配置しているもの（利用者の数（指定居宅サービス基準第 

121 条第２項の規定の適用を受ける指定短期入所生活介護事業

所又は同条第４項に規定する併設事業所である指定短期入所生

活介護事業所にあっては、利用者の数及び同条第２項の規定の

適用を受ける特別養護老人ホーム（老人福祉法（昭和 38 年法律

第 133 号）第 20 条の５に規定する特別養護老人ホームをいう。）

又は指定居宅サービス基準第 124 条第４項に規定する併設本体

施設の入所者又は入院患者の数の合計数。以下この注において

同じ。）が 100 を超える指定短期入所生活介護事業所にあって

は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等

を１名以上配置し、かつ、理学療法士等である従業者を機能訓練

指導員として常勤換算方法（指定居宅サービス基準第２条第７号

に規定する常勤換算方法をいう。特定施設入居者生活介護費の

注 4 において同じ。）で利用者の数を 100 で除した数以上配置し

ているもの）として都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介

護事業所については、１日につき 12 単位を所定単位数に加算す

る。 

 

(6) 機能訓練指導員の加算について 

機能訓練指導員に係る加算については、専ら当該業務に従

事する常勤の機能訓練指導員が配置されることがその要件

であることから、併設の通所介護事業所の機能訓練指導員

を兼務している者については、たとえ常勤の職員であったと

しても加算の算定要件は満たさないことに留意すること。ただ

し、利用者数（指定介護老人福祉施設に併設される短期入

所生活介護事業所又は空床利用型の短期入所生活介護事

業所においてはその本体施設の入所者数を含む。）が 100

人を超える場合であって、別に専ら当該業務に従事する常

勤の機能訓練指導員が配置されているときは、その他の機

能訓練指導員については、「常勤換算方法で利用者の数を

100 で除した数以上」という基準を満たす限りにおいて、併設

の通所介護事業所の機能訓練指導員を兼務して差し支えな

いこと。例えば、入所者数 100 人の指定介護老人福祉施設

に併設される利用者数 20 人の短期入所生活介護事業所に

おいて、2 人の常勤の機能訓練指導員がいて、そのうちの 1

人が指定介護老人福祉施設及び指定短期入所生活介護事

業所の常勤専従の機能訓練指導員である場合であっては、

もう 1 人の機能訓練指導員は、勤務時間の 5 分の 1 だけ指

定介護老人福祉施設及び短期入所生活介護事業所の機能

訓練指導員の業務に従事し、その他の時間は併設の通所

介護事業所の機能訓練指導員の業務に従事するときは、通

所介護、短期入所生活介護及び介護福祉施設サービスの

機能訓練指導員に係る加算の全てが算定可能となる。 

 

● 個別機能訓練加算 
別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定短期入所生活介護の利用者に対して、

機能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算として、１日

につき 56単位を所定単位数に加算する。 

別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

 短期入所生活介護費における個別機能訓練加算の基準 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を一名

以上配置していること。 

(2) 機能訓練指導員等が共同して、利用者の生活機能向上に資

するよう利用者ごとの心身の状況を重視した個別機能訓練計画

を作成していること。 

(3) 個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活機能向上を目的

とする機能訓練の項目を準備し、理学療法士等が、利用者の

心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。 

(4) 機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上で、個別機

能訓練計画を作成し、その後三月ごとに一回以上、利用者の

居宅を訪問した上で、当該利用者又はその家族に対して、機能

訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、訓練

内容の見直し等を行っていること。 

(7) 個別機能訓練加算について 

① 個別機能訓練加算は、理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサー

ジ指圧師（以下２において「理学療法士等」というが個

別機能訓練計画に基づき、短期入所生活介護事業所

を計画的又は期間を定めて利用する者に対して、計画

的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」というにつ

いて算定する。 

② 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練

指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配

置して行うものであること。この場合において、例えば、

１週間のうち特定の曜日だけ理学療法士等を配置して

いる場合は、その曜日において理学療法士等から直接

訓練の提供を受けた利用者のみが当該加算の算定対

象となる。ただし、この場合、理学療法士等が配置され

る曜日はあらかじめ定められ、利用者や居宅介護支援

事業者に周知されている必要がある。なお、短期入所

生活介護事業所の看護職員が当該加算に係る機能訓

練指導員の職務に従事する場合には、当該職務の時

間は、短期入所生活介護事業所における看護職員とし

ての人員基準の算定に含めない。 

③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導

員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の

者（以下「機能訓練指導員等」というが共同して、利用

者ごとにその目標、実施時間、実施方法等を内容とす

る個別機能訓練計画を作成し、これに基づいて行った

個別機能訓練の効果、実施時間、実施方法等につい

て評価等を行う。なお、短期入所生活介護において

は、個別機能訓練計画に相当する内容を短期入所生

活介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって



 

 

個別機能訓練計画の作成に代えることができるものと

すること。 

④ 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、身体機能そ

のものの回復を主たる目的とする訓練ではなく、残存す

る身体機能を活用して生活機能の維持・向上を図り、

利用者が居宅において可能な限り自立して暮らし続け

ることを目的として実施するものである。具体的には、適

切なアセスメントを経て利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状

況を把握し、日常生活における生活機能の維持・向上

に関する目標（１人で入浴が出来るようになりたい等）を

設定のうえ、当該目標を達成するための訓練を実施す

ること。 

⑤ ④の目標については、利用者又は家族の意向及び

利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏まえ策

定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよ

う、段階的な目標を設定するなど可能な限り具体的か

つ分かりやすい目標とすること。 

⑥ 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、類似の目標を

持ち同様の訓練内容が設定された５人程度以下の小

集団（個別対応含むに対して機能訓練指導員が直接

行うこととし、必要に応じて事業所内外の設備等を用い

た実践的かつ反復的な訓練とすること。実施時間につ

いては、個別機能訓練計画に定めた訓練内容の実施

に必要な１回あたりの訓練時間を考慮し適切に設定す

ること。 

また、生活機能の維持・向上のための訓練を効果的

に実施するためには、計画的・継続的に行う必要があ

ることから、おおむね週１回以上実施することを目安と

する。 

⑦ 個別機能訓練を行う場合は、機能訓練指導員等が居

宅を訪問した上で利用者の居宅での生活状況（起居動

作、ＡＤＬ、ＩＡＤＬ等の状況）を確認し、多職種共同で

個別機能訓練計画を作成した上で実施することとし、そ

の後３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問し、利用

者の居宅での生活状況を確認した上で、利用者又はそ

の家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む

や進捗状況等を説明し記録するとともに訓練内容の見

直し等を行う。また、評価内容や目標の達成度合いに

ついて、当該利用者を担当する介護支援専門員等に

適宜報告・相談し、必要に応じて利用者又は家族の意

向を確認の上、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善

状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など

適切な対応を行うこと。 

⑧ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、

担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事業

所の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるよ

うにすること。 

⑨ 注３の機能訓練指導員の加算を算定している場合で

あっても、別途個別機能訓練加算に係る訓練を実施し

た場合は、同一日であっても個別機能訓練加算を算定

できるが、この場合にあっては、注３の機能訓練指導員

の加算に係る常勤専従の機能訓練指導員は、個別機

能訓練加算に係る機能訓練指導員として従事すること

はできず、別に個別機能訓練加算に係る機能訓練指

導員の配置が必要である。また、個別機能訓練加算

は、心身機能への働きかけだけでなく、ＡＤＬ（食事、排

泄、入浴等）やＩＡＤＬ（調理、洗濯、掃除等）などの活動

への働きかけや、役割の創出や社会参加の実現といっ

た参加への働きかけを行い、心身機能、活動、参加と

いった生活機能にバランスよく働きかけるものである。な



 

 

お、当該加算の目的・趣旨に沿った目標設定や実施内

容等の項目等については、別に通知するところによるも

のとする。__ 

● 看護体制加算 
別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと

して都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所

については、当該施設基準に掲げる区分に従い、１日につき次

に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 

(1)看護体制加算(Ⅰ)              ４単位 

(2)看護体制加算(Ⅱ)              ８単位 

 

 

 

※ 指定短期入所生活介護に係る看護体制加算の施設基準 

 

イ 看護体制加算(Ⅰ) 

（１）当該指定短期入所生活介護事業所（空床利用の特別養護老

人ホームである場合にあっては、当該特別養護老人ホーム）にお

いて、常勤の看護師を一名以上配置していること。 

（２）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

ロ 看護体制加算(Ⅱ) 

（１）当該指定短期入所生活介護事業所の看護職員の数が次に

掲げる基準に適合すること。 

 （一）当該指定短期入所生活介護事業所（空床利用の特別養護

老人ホームである場合を除く。）の看護職員の数が、常勤換算方

法で、利用者の数が二十五又はその端数を増すごとに一以上で

あること。 

 （二）当該指定短期入所生活介護事業所が空床利用の特別養

護老人ホームである場合にあっては、当該特別養護老人ホーム

の看護職員の数が、常勤換算方法で、利用者の数（指定短期入

所生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホームの入所

者の数の合計数）が二十五又はその端数を増すごとに一以上で

あり、かつ、特別養護老人ホーム基準第十二条第一項第四号に

規定する特別養護老人ホームに置くべき看護職員の数に一を加

えた数以上であること。 

（２）当該指定短期入所生活介護事業所の看護職員により、又は

病院、診療所若しくは訪問看護ステーションの看護職員との連携

により、二十四時間の連絡体制を確保していること。 

（３）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

(8) 看護体制加算  

① 併設事業所について  

併設事業所における看護体制加算の算定に当たって

は、本体施設における看護職員の配置とは別に、必要な

看護職員の配置を行う必要がある。具体的には、以下の

とおりとする。  

イ 看護体制加算(Ⅰ)については、本体施設における看護

師の配置にかかわらず、指定短期入所生活介護事業

所として別に１名以上の常勤の看護師の配置を行った

場合に算定が可能である。  

ロ 看護体制加算（Ⅱ）については、本体施設における看護

職員の配置にかかわらず、看護職員の指定短期入所

生活介護事業所（特別養護老人ホームの空床利用の

場合を除く。）における勤務時間を当該事業所において

常勤の従業者が勤務すべき時間数（1週間に勤務すべ

き時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とす

る。）で除した数が、利用者の数が25又はその端数を増

すごとに１以上となる場合に算定が可能である。  

② 特別養護老人ホームの空床利用について  

特別養護老人ホームの空床を利用して指定短期入所

生活介護を行う場合にあっては、看護体制加算の算定は

本体施設である特別養護老人ホームと一体的に行う 

ものとすること。具体的には以下のとおりとする。  

イ 看護体制加算(Ⅰ)については、本体施設に常勤の看護

師を１名配置している場合は、空床利用の指定短期入

所生活介護についても、算定が可能である。  

ロ 看護体制加算（Ⅱ）については、指定介護老人福祉施設

の入所者数と空床利用の指定短期入所生活介護の利

用者数を合算した数が25又はその端数を増すごとに１

以上、かつ、当該合算した数を指定介護老人福祉施設

の「入所者の数」とした場合に必要となる看護職員の数

に１を加えた数以上の看護職員を配置している場合に

算定可能となる。  

③ なお、①②のいずれの場合であっても、看護体制加算

(Ⅰ)及び看護体制加算（Ⅱ）を同時に算定することは可能

であること。この場合にあっては、看護体制加算(Ⅰ)にお

いて加算の対象となる常勤の看護師についても、看護職

員加算（Ⅱ）における看護職員の配置数の計算に含めるこ

とが可能である。  

● 医療連携強化加算 
別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所におい

て、別に厚生労働大臣に定める状態にあるものに対して指定

短期入所生活介護を行った場合は、医療連携強化加算とし

て、１日につき 58 単位を所定単位数に加算する。ただし、ニの

在宅中重度者受入加算を算定している場合は、算定しない。 

別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

 短期入所生活介護費における医療連携強化加算の基準 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

イ 指定居宅サービス介護給付費単位数表の短期入所生活介護

費の注５の看護体制加算(Ⅱ)を算定していること。 

ロ 利用者の急変の予測や早期発見等のため、看護職員による

定期的な巡視を行っていること。 

ハ 主治の医師と連絡が取れない等の場合に備えて、あらかじめ

協力医療機関を定め、緊急やむを得ない場合の対応に係る取

り決めを行っていること。 

ニ 急変時の医療提供の方針について、利用者から合意を得て

⑼ 医療連携強化加算について 

① 医療連携強化加算は、急変の予想や早期発見等のため

に看護職員による定期的な巡視や、主治の医師と連絡が

取れない等の場合における対応に係る取り決めを事前に

行うなどの要件を満たし、都道府県知事に届け出た指定

短期入所生活介護事業所において、厚生労働大臣の定

める基準に適合する利用者等（平成 27 年厚生労働省告

示第 94号。以下「利用者等告示」という。）に定める状態に

ある利用者に対して指定短期入所生活介護を行った場合

に、当該利用者について加算する。 

② 看護職員による定期的な巡視とは、急変の予測や早期

発見等のために行うものであり、おおむね１日３回以上の

頻度で当該利用者のもとを訪れてバイタルサインや状態

変化の有無を確認するものであること。ただし、巡視の頻

度については、利用者の状態に応じて適宜増加させるべ

きものであること。 

③ 当該加算を算定する指定短期入所生活介護事業所に

おいては、あらかじめ協力医療機関を定め、当該医療機



 

 

いること。 

別に厚生労働大臣が定める状態の内容は次のとおり。 

 指定居宅サービス介護給付費単位数表の短期入所生活介護費

の注６の厚生労働大臣が定める状態 

次のいずれかに該当する状態 

イ 喀痰吸引を実施している状態 

ロ 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態 

ハ 中心静脈注射を実施している状態 

ニ 人工腎臓を実施している状態 

ホ 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実

施している状態 

ヘ 人工膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態 

ト 経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態 

チ 褥瘡に対する治療を実施している状態 

リ 気管切開が行われている状態 

関との間に、利用者に急変等が発生した場合の対応につ

いての取り決めを行っていなければならない。また、当該

取り決めの内容については、指定短期入所生活介護の提

供開始時に利用者に説明し、主治の医師との連携方法や

搬送方法も含め、急変が生じた場合の対応について同意

を得ておかなければならない。当該同意については、文

書で記録すべきものであること。 

④ 医療連携強化加算を算定できる利用者は、次のいずれ

かに該当する者であること。なお、請求明細書の摘要欄に

該当する状態（利用者等告示第 20 号のイからリまで）を記

載することとするが、複数の状態に該当する場合は主たる

状態のみを記載すること。 

ア 利用者等告示第 20 号イの「喀痰吸引を実施している

状態」とは、指定短期入所生活介護の利用中に喀痰吸

引を要する状態であり、実際に喀痰吸引を実施したも

のであること。 

イ 利用者等告示第 20 号ロの「呼吸障害等により人工呼

吸器を使用している状態」については、当該月におい

て１週間以上人工呼吸又は間歇的陽圧呼吸を行って

いること。 

ウ 利用者等告示第 20号ハの「中心静脈注射を実施して

いる状態」については、中心静脈注射により薬剤の投

与をされている利用者又は中心静脈栄養以外に栄養

維持が困難な利用者であること。 

エ 利用者等告示第 20 号ニの「人工腎臓を実施している

状態」については、当該月において人工腎臓を実施し

ているものであること。 

オ 利用者等告示第 20号ホの「重篤な心機能障害、呼吸

障害等により常時モニター測定を実施している状態」に

ついては、重症不整脈発作を繰り返す状態、収縮期血

圧 90mmHg以下が持続する状態、又は、酸素吸入を行

っても動脈血酸素飽和度 90％以下の状態で常時、心

電図、血圧、動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニ

タリングを行っていること。 

カ 利用者等告示第 20 号ヘの「人工膀胱又は人工肛門

の処置を実施している状態」については、当該利用者

に対して、人工膀胱又は人工肛門に係る皮膚の炎症

等に対するケアを行った場合に算定できるものであるこ

と。 

キ 利用者等告示第 20号トの「経鼻胃管や胃瘻等の経腸

栄養が行われている状態」については、経口摂取が困

難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用者に対し

て、経腸栄養を行った場合に算定できるものであるこ

と。 

ク 利用者等告示第 20号チの「褥瘡に対する治療を実施

している状態」については、以下の分類で第二度以上

に該当し、かつ、当該褥瘡に対して必要な処置を行っ

た場合に限る。 

第一度：皮膚の発赤が持続している部分があり、圧

迫を取り除いても消失しない（皮膚の損傷

はない） 

第二度：皮膚層の部分的喪失（びらん、水疱、浅い

くぼみとして表れるもの） 

第三度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織にまで及

ぶ。深いくぼみとして表れ、隣接組織まで

及んでいることもあれば、及んでいないこと

もある 

第四度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉や骨が

露出している 

ケ 利用者等告示第 20 号リの「気管切開が行われている



 

 

状態」については、気管切開が行われている利用者に

ついて、気管切開に係るケアを行った場合に算定でき

るものであること。__ 

● 夜勤職員配置加算  
別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関

する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定短

期入所生活介護事業所については、当該基準に掲げる区分に

従い、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。  

(１) 夜勤職員配置加算(Ⅰ) 13単位  

(２) 夜勤職員配置加算(Ⅱ) 18単位  

 

※別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関す

る基準の内容は以下のとおり。  

 夜勤を行う介護職員・看護職員の数が、最低基準（※）を１以上

上回っている場合、ユニット型以外において は(Ⅰ)を、ユニット型

においては（Ⅱ）を算定 

（※）最低基準… 
■ ユニット型以外 

入所者数 夜勤を行う介護職員の数 

25以下 1人以上 

26～60 2人以上 

61～80 3人以上 

81～100 4人以上 

101以上 4＋（利用者数＋入所者数-
100）÷25 以

上（少数点以下を切上げた員数以上） 

■ ユニット型 ・・・ ２ユニットに１人以上 

(10)夜勤職員配置加算について 

 

① 夜勤を行う職員の数は、１日平均夜勤職員数とする。１

日平均夜勤職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午後10

時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する16

時間をいう。）における延夜勤時間数を、当該月の日数

に16を乗じて得た数で除することによって算定し、少数

点第３位以下は切り捨てるものとする。  

 

② 指定介護老人福祉施設の併設事業所である場合又は

特別養護老人ホームの空床において指定短期入所生

活介護を行う場合にあっては、指定短期入所生活介護

の利用者数と本体施設である指定介護老人福祉施設

の入所者数を合算した人数を指定介護老人福祉施設

の「入所者の数」とした場合に必要となる夜勤職員の数

を１以上上回って配置した場合に、加算を行う。  

 

③ ユニット型指定短期入所生活介護事業所にあっては、増

配した夜勤職員については、必ずしも特定のユニットに

配置する必要はないものとすること。 

● 若年性認知症利用者受入加算  
別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所におい

て、若年性認知症利用者に対して指定短期入所生活介護を行

った場合は、若年性認知症利用者受入加算として１日につき

120単位を所定単位数に加算する。ただし、注６を算定している

場合は算定しない。  

※別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

 受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によ

って要介護者となった者）ごとに個別の担当者を定めていること。  

※注６ 認知症行動・心理症状緊急対応加算  

(12) 若年性認知症利用者受入加算について  

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者

を定め、その者を中心に、当該利用者の特性やニーズに

応じたサービス提供を行うこと。 

● 療養食加算  
次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県

知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定短期入

所生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を

提供したときは、１日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている

こと。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容

の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する

指定短期入所生活介護事業所において行われていること。  

※別に厚生労働大臣が定める療養食の内容は以下のとおり。  

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づ

き提供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓

病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症

食、痛風食及び特別な場合の検査食  

※別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。  

(13)療養食加算について  

① 療養食の加算については、利用者の病状等に応じ

て、主治の医師より利用者に対し疾患治療の直接手段

として発行された食事せんに基づき、利用者等告示に

示された療養食が提供された場合に算定すること。な

お、当該加算を行う場合は、療養食の献立表が作成さ

れている必要があること。  

② 加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段と

して、医師の発行する食事箋に基づいて提供される利

用者の年齢、病状等に対応した栄養量及び内容を有

する治療食（糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍

食（流動食は除く。）、貧血食、膵臓病食、脂質異常症

食、痛風食及び特別な場合の検査食をいうものである

こと。  

③ 前記の療養食の摂取の方法については、経口又は

経管の別を問わないこと。  

④ 減塩食療法等について  

心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病

食に準じて取り扱うことができるものであるが、高血圧症に

対して減塩食療法を行う場合は、加算の対象とはならな

いこと。  

また、腎臓病食に準じて取り扱うことができる心臓疾患

等の減塩食については、総量 6.0g 未満の減塩食をいうこ

と。  



 

 

⑤ 肝臓病食について  

肝臓病食とは、肝庇護食、肝炎食、肝硬変食、閉鎖性

黄疸食（胆石症及び胆嚢炎による閉鎖性黄疸の場合を含

む。）等をいうこと。  

⑥ 胃潰瘍食について  

12指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支

えないこと。手術前後に与える高カロリー食は加算の対象

としないが、侵襲の大きな消化管手術の術後において胃

潰瘍食に準ずる食事を提供する場合は、療養食の加算

が認められること。また、クローン病、潰瘍性大腸炎等によ

り腸管の機能が低下している入所者等に対する低残さ食

については、療養食として取り扱って差し支えないこと。  

⑦ 貧血食に対象者となる入所者等について  

療養食として提供される貧血食の対象となる入所者等

は、血中ヘモグロビン濃度が10g／dl以下であり、その原

因が鉄分の欠乏に由来する者であること。  

⑧ 高度肥満症に対する食事療法について  

高度肥満症（肥満度が＋70％以上又はＢＭＩ（Body 

Mass Index）が35以上）に対して食事療法を行う場合は、

脂質異常症食に準じて取り扱うことができること。  

⑨ 特別な場合の検査食について  

特別な場合の検査食とは、潜血食をいう他、大腸Ｘ線

検査・大腸内視鏡検査のために特に残さの少ない調理済

食品を使用した場合は、「特別な場合の検査食」として取

り扱って差し支えないこと。  

⑩ 脂質異常症食の対象となる入所者等について  

療養食として提供される脂質異常症食の対象となる入

所者等は、空腹時定常状態におけるＬＤＬ－コレステロー

ル値が140mg／dl以上である者又はＨＤＬ－コレステロー

ル値が40mg／dl未満若しくは血清中性脂肪値が150mg／

dl以上である者であること。  

● サービス提供体制強化加算  
別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府

県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所が、利用者に

対し、指定短期入所生活介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

(1) サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ               18単位 

(2) サービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロ             12単位 

(3) サービス提供体制強化加算(Ⅱ)                ６単位 

(4) サービス提供体制強化加算(Ⅲ)                 ６単位 

 

※別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

 

イ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ 次に掲げる基準のいずれに

も適合すること。 

(1) 指定短期入所生活介護事業所の介護職員（特別養護老人ホ

ームの空床利用の場合は、当該特別養護老人ホームの介護職

員。以下同じ）の総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の

六十以上であること。 

(2) 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

ロ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロ 次に掲げる基準のいずれに

も適合すること。 

(1) 指定短期入所生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介

護福祉士の占める割合が百分の五十以上であること。 

(2) 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

 

(17) サービス提供体制強化加算  

① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法によ

り算出した前年度（３月を除く。)の平均を用いることとす

る。なお、この場合の介護職員に係る常勤換算にあっ

ては、利用者・入所者への介護業務（計画作成等介護

を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務

等介護に関わらない業務を除く。）に従事している時間

を用いても差し支えない。  

ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新

たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）に

ついては、届出日の属する月の前３月について、常勤

換算方法により算出した平均を用いることとする。した

がって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者に

ついては、４月目以降届出が可能となるものであるこ

と。  

なお、介護福祉士については、各月の前月の末日

時点で資格を取得している者とすること。  

② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以

降においても、直近３月間の職員の割合につき、毎月

継続的に所定の割合を維持しなければならない。な

お、その割合については、毎月記録するものとし、所定

の割合を下回った場合については、直ちに訪問通所サ

ービス通知第１の５の届出を提出しなければならない。  

③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続

年数をいうものとする。具体的には、平成21年４月にお

ける勤続年数３年以上の者とは、平成21年３月31日時

点で勤続年数が３年以上である者をいう。  

④ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における

勤務年数に加え、同一法人の経営する他の介護サー



 

 

ハ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも

適合すること。 

(1) 指定短期入所生活介護事業所の看護師若しくは准看護師又

は介護職員（以下「看護・介護職員」という）（特別養護老人ホーム

の空床利用の場合は、当該特別養護老人ホームの看護・介護職

員）の総数のうち、常勤職員の占める割合が百分の七十五以上で

あること。 

(2) 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

ニ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 次に掲げる基準のいずれにも

適合すること。 

(1) 指定短期入所生活介護（指定居宅サービス等基準第百二十

条に規定する指定短期入所生活介護をいう）を利用者に直接提

供する職員（特別養護老人ホームの空床利用の場合は、当該特

別養護老人ホームの入所者に対して介護福祉施設サービスを直

接提供する職員）の総数のうち、勤続年数三年以上の者の占める

割合が百分の三十以上であること。 

(2) 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

ビス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービス

を利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含

めることができるものとする。  

⑤ 指定短期入所生活介護を利用者に直接提供する職

員とは、生活相談員、介護職員、看護職員及び機能訓

練指導員として勤務を行う職員を指すものとする。  

⑥ 同一の事業所において指定介護予防短期入所生活

介護を一体的に行っている場合においては、本加算の

計算も一体的に行うこととする。  

● 介護職員処遇改善加算  
 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃

金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指

定短期入所生活介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所生

活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成 30

年３月 31 日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

(1) 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算定した単位

数の 1000分の 59に相当する単位数 

(2) 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからホまでにより算定した単位

数の 1000分の 33に相当する単位数 

(3) 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) (2)より算定した単位数の 100分の

90に相当する単位数 

(4) 介護職員処遇改善加算(Ⅳ) (2)により算定した単位数の 100分

の 80に相当する単位数 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。  

 

イ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合

すること。 

(1) 介護職員の賃金（退職手当を除く）の改善（以下「賃金改善」

という）に要する費用の見込額が介護職員処遇改善加算の算定

見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基

づき適切な措置を講じていること。 

(2) 指定短期入所生活介護事業所において、(1)の賃金改善に関

する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護

職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処遇改善計画書

を作成し、全ての介護職員に周知し、都道府県知事に届け出てい

ること。 

(3) 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実

施すること。 

(4) 当該指定短期入所生活介護事業所において、事業年度ごと

に介護職員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告する

こと。 

(5) 算定日が属する月の前十二月間において、労働基準法（昭

和二十二年法律第四十九号）、労働者災害補償保険法（昭和二

十二年法律第五十号）、最低賃金法（昭和三十四年法律第百三

十七号）、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）、雇

用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）その他の労働に関す

る法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。 

(6) 当該指定短期入所生活介護事業所において、労働保険料

(18)介護職員処遇改善加算について 

 介護職員処遇改善加算の内容については、別途通知（「介

護職員処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処

理手順及び様式例の提示について」）を参照すること 



 

 

（労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年法律

第八十四号）第十条第二項に規定する労働保険料をいう。以下

同じ）の納付が適正に行われていること。 

(7) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(一)  介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要

件（介護職員の賃金に関するものを含む）を定めていること。 

(二)  (一) の要件について書面をもって作成し、全ての介護職

員に周知していること。 

(三)  介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当

該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。 

(四)  (三) について、全ての介護職員に周知していること。 

(8) 平成二十七年四月から(2)の届出の日の属する月の前月ま

でに実施した介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関

するものを除く）及び当該介護職員の処遇改善に要した費

用を全ての職員に周知していること。 

 

ロ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ)  次に掲げる基準のいずれにも適合

すること。 

(1)  イ(1)から(6)までに掲げる基準に適合すること。 

(2) 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

(一)  次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件  

（介護職員の賃金に関するものを含む）を定めていること。ｂ ａの

要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知してい

ること。 

(二)  次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計

画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。 

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。 

(3) 平成二十年十月からイ(2)の届出の日の属する月の前月まで

に実施した介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するもの

を除く）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての職

員に周知していること。 

 

ハ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イ(1)から(6)までに掲げる基準のい

ずれにも適合し、かつロ(2)又は(3)に掲げる基準のいずれかに適

合すること。 

 

ニ 介護職員処遇改善加算(Ⅳ) イ(1)から(6)までに掲げる基準のい

ずれにも適合すること。 

 


